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 ４ 第３次実施計画の特徴 
（１）前期基本計画の施策展開の方向に目標を設定し、目標管理型の計画

をめざしています

前期基本計画の策定段階では、明確な数値目標は示しておりません

でしたが、第２次実施計画の策定段階から、前期基本計画の施策展開

の方向ごとに、目的と目標を設定しました。施策展開の方向ごとに設

定した目標の達成状況を把握することによって、実施計画に示した事

業の進行管理にも役立てる目標管理型の計画をめざしたものです。 

 第３次実施計画においても、第２次実施計画期間中の目標の達成状

況なども勘案して、指標の一部見直しも行ない、平成２２年度までの

目標を設定しました。第３次実施計画期間中の目標設定については、

P. ９「Ⅲ 計画期間内の指標･目標設定」を参照してください。 

（２）民間の経営分析手法を活用し、選択と集中を明確にした計画をめざ

しています

第３次実施計画の策定にあたっては、外部環境の変化と内部要因か

ら分析する手法であるSWOT分析を活用しています。 

SWOT分析とは、市民ニーズや役割の変化（外部環境）と松戸市の状

況の変化（内部要因）を分析し、４つの軸から評価する手法で、民間

では、主にマーケティング戦略や企業戦略立案で使われています。 

本市では、この手法を自治体版に修正することによって、次の２つ

の重点化を目指しています。 

① 市民ニーズが増加していたり、市の役割が拡大している重点領 

域を選択し、公共としての責任を明確にします。 

② パートナー分析によって、NPOやコミュニティなどへ委譲や協働 

を進める領域を確定し、行政機能を純化させます。 

 第 3 次実施計画の策定に向けて実施した SWOT分析のシートについ 

ては、P. 64「２３の政策ごとのＳＷＯＴ分析《資料２》」を参照して 

ください。 

松戸市の強み 
人・物・金などの資源や風土 

松戸市の弱み 
人・物・金などの資源や風土 

   内部要因分析 

 

外部環境分析 行政 パートナー 行政 パートナー 

市民ニーズの増加 
事業機会の拡大 

成長戦略 
強みを活かして強化し伸ばす戦
略 

改善戦略 
弱みを克服して補強し伸ばす
戦略 

市民ニーズの減少
事業機会の縮小 

回避戦略 
強みは伸ばしつつ穏やかに縮小
させる戦略 

撤退戦略 
弱みでもあるので経営資源を
撤退させる戦略 





５ 計画期間における事業費と財政見通し 
（１）事業費 
（一般会計）      
    Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 期間合計 

    全事業 計画事業 全事業 計画事業 全事業 計画事業 全事業 計画事業 

一般財源 1,814 1,169 1,684 1,038 1,724 1,076 5,222 3,283

その他財源 89 37 84 32 87 36 260 105
第
１
節

計 1,903 1,206 1,768 1,070 1,811 1,112 5,482 3,388

一般財源 22,037 1,455 22,407 1,389 22,969 1,362 67,413 4,206

その他財源 16,541 695 17,061 635 17,743 624 51,345 1,954
第
２
節

計  38,578 2,150 39,468 2,024 40,712 1,986 118,758 6,160

一般財源 6,787 714 6,676 816 6,507 618  19,970  2,148

その他財源 1,142 254 620 338 628 345  2,390 937
第
３
節

計 7,929 968 7,296 1,154 7,135 963  22,360 3,085

一般財源 6,666 2,866 6,597 2,802 6,477 2,717 19,740 8,385

その他財源  2,583 1,956 2,451 1,789 2,201 1,751  7,235 5,496
第
４
節

計  9,249 4,822 9,048 4,591 8,678 4,468  26,975 13,881

一般財源  8,354 1,740 7,361 748 7,012 420 22,727  2,908

その他財源 4,960 2,832 3,751 1,681 3,946 1,639  12,657 6,152
第
５
節

計  13,314 4,572 11,112 2,429 10,958 2,059 35,384 9,060

一般財源  3,084 1,216 3,119 1,287 3,551 1,367  9,754  3,870

その他財源  281 132 317 154 583 174 1,181  460
第
６
節

計  3,365 1,348 3,436 1,441 4,134 1,541  10,935 4,330

一般財源 48,742 9,160 47,844 8,080 48,240 7,560 144,826 24,800

その他財源 25,596 5,906 24,284 4,629 25,188 4,569 75,068 15,104計 

計 74,338 15,066 72,128 12,709 73,428 12,129 219,894 39,904

      
（特別会計）    

    Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 

    計画事業 計画事業 計画事業 
期間合計 

第２節 415 431 443 1,289

第５節 449 650 651 1,750

第６節 100 100 100 300

計 964 1,181 1,194 3,339

（単位：百万円）

（単位：百万円）



















第3次実施計画

H13
（起点値）

Ｈ16
（中間値）

Ｈ18
（中間値）

H19
(目標値)

H22
（目標値)

目標値設定の説明
第2次実施計画

11.4% 10.8% 10.4% 10.0% 10.0％

市民意識調査の結果を勘案し、H19の目標値を維持す
る。

42.9% 38.6% 36.2% 45.0% 39.0％
意識調査結果の傾向（マイナス傾向）から想定される値
より向上をめざした目標（H16実績値）とする。

370,490人
（H12国調） ― 379,315人

（H17国調） 381,000人 387,000人

過去の経過や前回調査（H17国勢調査）の実績から2％
増加を目標とする。

5.3% 26.3% 42.1% ― 73.7%
「バリアフリー法」の基本方針に基き、バリアフリー化
目標であるH22までに整備予定である駅数を目標値とす
る。

28ヶ所 26ヶ所
（Ｈ16.3月）

26ヶ所
（Ｈ18.3月） 26ヶ所 25ヶ所

近年の整備状況を勘案した目標値とする。

108.9ｈａ
（H14.3月）

99.5ｈａ
（H17.3月）

88.8ｈａ
（H19.3月） 83.9ha 76.7ha

大規模浸水被害常習化地区の水害軽減化を図るための改
修計画に基づく目標値とする。

62.2% 68.63％
(Ｈ17.3月)

71.35％
(H19.3月) 67.6% 76.30％

下水道整備計画（H18実績より算定）に基づく目標とす
る。

21.6% ― 45.9％
（H18.2月） 23.0% 47.0%

上記3項目から、約1%の向上を目標とする。

165%180.0%

180.0%
運輸政策審議会答申の目標がH27にピーク時の混雑率
150％であることから、H17実績値から毎年1.2％の混
雑緩和を目標とする。

159%

38.0%

―

49.0%

― 15.7％
（H18.2月） 20.0%

更なる利用者サービスの向上による料金の負担感を軽減
させ、H13起点値まで回復させることを目標とする。

年間商品販売額については、全国、千葉県ともに減少傾
向にある。一方、周辺市における大型店等の出店につい
ても飽和状態にあることから、今後も同規模の市場の中
でシェアを争う状態が続くと見込まれ、過去の数値も勘
案し現状の売上規模の維持を目標とする。

197％
（H16）

209％
（H12）

182％
（H17）

169％
（Ｈ17）

78.0%

185％
（H16）

― 48.1％
（H18.2月）

81.3％
（H18.2月）

205％
（H12）

34.4%

72.6%

18.0%

80,376,473
万円 ― 81,000,000

万円

79,834,292
万円

（Ｈ16.6月）

892千円 1,010千円
(Ｈ14)

907千円
（H17) 919千円

46,795,923
万円

(Ｈ12.12月)

42,685,599
万円

(Ｈ16.12月)
43,270,721

万円
47,000,000

万円
43,000,000

万円

6,986百万円 7,910百万円
(Ｈ14)

6,490百万円
（H17） 7,200百万円

907千円

80,000,000
万円

6,490百万円

82.0%

農地・農家が減少傾向にあるが農産物の高付加価値によ
る価格の安定を目指し、H17中間値の維持を目標とす
る。

18.0%

工業団地では、現状として製造業を中心とする土地利用
が図られており、工業の実態を表す指標として製造品出
荷額を利用し、H18中間値の維持を目標とする。

農地・農家が減少傾向にあるが農産物の高付加価値によ
る価格の安定を目指し、H17中間値の維持を目標とす
る。

運輸政策審議会答申の目標がH27にピーク時の混雑率
150％であることから、H17実績値から毎年1.9％の混
雑緩和を目標とする。

H16データより約1％の向上を目標とする。

H16データより約1％の向上を目標とする。
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　第３項　リサイクル型の都市づくり

◇温室効果ガスの排出を抑制します

◇廃棄物の資源化を促進します

20 262,937
21 262,937
22 262,937
計 788,811
20 4,201
21 4,201
22 4,201
計 12,603

◇廃棄物を適正に処理します

20 300
21 300
22 300

計 900

20 38,163
21 38,163
22 38,163

計 114,489

地球温暖化防止
事業

1,80820

21 1,808

22 1,808

計 5,424

ごみ処理事業（環
境計画課・施設担
当室）

最終処分量の削減を図
りながら最終処分場を
確保します
【環境計画課・施設担
当室】

ごみ処理費用の縮減が
図られ、安定的なごみ処
理が維持され、環境へ
の負荷の低減につながり
ます

18年度に19,252t
あった最終処分量
を、18,000tに減ら
します

※温室効果ガス・・・・大気圏にあり、地表から放射された赤外線の一部を吸収して温室効果をもたらす気体の総
称。
※緑のカーテン・・・・窓の外にたらしたネットなどにつる性植物を這わせた自然のカーテンのことで、カーテン内の
気温の上昇を抑える効果がある。

民間回収資源化
システム支援事業

木製粗大ごみ再
生事業

廃棄物適正処理
推進事業

リユース（再利用）に関
する意識を向上させる
ため、木製粗大ごみ再
生事業を促進します
【環境業務課】

資源が有効活用され、ご
み処理コストが削減でき
ます

18年度に459団
体であった集団回
収の利用団体数
を480団体程度ま
で増やします

木製の粗大ごみを再生
展示し、再利用を啓発
することによって、物を大
切にする心が育まれま
す

18年度に2,759人
であった「リサイク
ル事業の来場者
数」を4,000人程
度まで増やします

廃棄物の再資源化を図
るため、市内全域での
集団回収の利用を拡大
します
【環境業務課】

事業費(単位：千円)対象事業目指す成果 目標

62

61

太陽光発電による発電
量が増加します

№ 取り組み課題

17年度に年間
148基であった住
宅への太陽光発
電設置基数を3割
以上増やします

省エネルギー対策に取り
組む人々や企業が増え
ます

｢地球にやさしい行
動｣宣言者数を19
年度実績の2倍以
上にします

｢家庭でできる省エネル
ギーの取り組み｣や｢緑
のカーテン｣など、家庭
や企業でできる地球環
境にやさしい省エネル
ギー対策の普及促進を
図ります
【環境計画課】

環境負荷を軽減する取
り組みを推進するため、
新規の住宅建設に当た
り太陽光発電などの設
置を促進します
【環境計画課】

63

64

65

66

資源循環型社会を構
築するため、ごみの減
量・リサイクルを促進し
ます
【環境計画課】

ごみの排出量が抑制さ
れます

18年度に877ｇ
あった原単位（一
人一日あたり排出
するごみの量）を、
870gに減らします

　



20 2,180,116

21 1,680,116

22 680,116

計 4,540,348

20 1,252,910

21 1,252,910

22 1,948,910

計 4,454,730

ごみ処理事業（和
名ヶ谷クリーンセ
ンター）

安全で安定したごみ処
理機能を維持するた
め、和名ヶ谷クリーンセ
ンターの機器の更新等
を行います
【和名ヶ谷クリーンセン
ター】

安全で安定したごみ処
理機能を維持するた
め、クリーンセンターの
機器の更新等を行いま
す
【クリーンセンター】

ごみ処理事業（ク
リーンセンター）

事業費(単位：千円)対象事業

68

現状の処理能力
を維持します

クリーンセンターの稼動
期間が延長します

和名ヶ谷クリーンセン
ターの稼動期間が延長
します

現状の処理能力
を維持します

67

№ 取り組み課題 目指す成果 目標



　第４項　安全で安心な地域環境づくり

◇地域防災活動を活性化させます

20 18,742

21 16,439

22 6,527

計 41,708

◇地域の災害時の活動拠点を整備します

20 25,414

21 24,914

22 27,414

計 77,742

◇生活基盤の復旧を支援します

20 6,142

21 6,778

22 6,266

計 19,186

◇適正な消防力を配置します

20 3,000

21 5,000

22 163,241

計 171,241

目標 事業費(単位：千円)

69

災害に対する市の対応
体制が強化されます

地域防災計画を
改訂します

防災組織強化事
業

№ 取り組み課題

災害発生時の市の対応
体制を継続的に強化す
るため、前回の見直しか
ら10年が経過した地域
防災計画を見直します
【防災課】

対象事業目指す成果

71

市民が自分の身を守る
ための３日間の水・食料
等の備蓄を促し、さら
に、民間企業等との災
害協定を進めることに
よって、市の災害物資
の備蓄のあり方を見直し
ます
【防災課】

消防救急無線のデジタ
ル化を県内共同で整備
するとともに、指令業務
の共同運用を促進しま
す
【指令課】

防災施設整備事
業

平成23年5月末までし
か使用できない地域防
災無線を見直し、費用
対効果の高い移動系通
信システムを構築しま
す
【防災課】

70

初期投資を大幅に抑え
た移動系通信システム
が導入されます

新移動系通信シ
ステムを構築しま
す

消防救急無線を
24年度までにデジ
タル化します

災害事案に対するより効
果的かつ効率的な消
防、救助、救急部隊等
の消防力の投入が可能
になります

72

生活支援物資供
給事業

行政は、備蓄資材を家
庭での備蓄が困難なも
のにシフトすることができ
ます

18年度に31.3％
であった「水や食
糧を備蓄している
市民の割合」を
39.3％まで増やし
ます

消防指令管制共
同運用事業

　



◇消防施設の機能を強化します

20 18,008

21 274,632

22 249,980

計 542,620

◇救急救命ネットワークを拡大します

20 1,333

21 1,333

22 1,338

計 4,004

◇救急活動を行います

20 20,878

21 21,347

22 21,830

計 64,055

◇日常生活において市民が安心して生活できるようにします

20 6,037

21 6,037

22 6,037

計 18,111

◇防犯活動を支援します

※バイスタンダー（by stander）・・・・救急現場に居合わせた人（発見者、同伴者等）のことで、救急車到着までに応
急手当を適切に行って救命率を格段に伸ばす可能性をもつ。
※AED（Automated External Defibrillator）・・・・自動体外式除細動器のことで、心臓の心室細動の際に電気ショック
を与え、正常に働くようにする医療機器。

地域ぐるみ安全・
安心推進事業

20 25,029

21 25,029

22 25,029

計 75,087

73

目標

消防車両等の収容力や
大規模災害時の災害活
動拠点としての機能が高
まります

市内北部地区の災害
対応力を強化するた
め、小金消防署を建替
えます
【消防局企画管理室】

取り組み課題

救急車の適正利用を推
進するとともに、民間救
急搬送事業を促進しま
す
【消防救急課】

心肺機能の停止に対し、
その場に居合せた人が
早期に救命処置を行うこ
とができるようになります

本当に必要な人のため
に、救急業務の適正な
運用が図られるようにな
ります

消防署建設事業

目指す成果

18年度に5台で
あった車両収容台
数を倍増します

18年度に0.42％
であった「重点推
進地区内の喫煙
率」を半減させま
す

77

78

市のホームページや
メールを活用した犯罪
情報提供を充実します
【生活安全課】

吸殻の投げ捨てなど暮
らしのマナーを守らない
人を減らし、地域主体
の安全で快適なまちづく
りを推進します
【生活安全課】

不審者や犯罪に関する
情報を随時、迅速に入
手できます

18年度に130団
体であった「防犯
活動団体の登録
数」を150団体ま
で増やします

安全で安心なまちづくり
基金を活用して、地縁
団体やボランティア団
体との連携を強化し、子
どもたちを犯罪被害から
守る活動を促進します
【生活安全課】

地域での環境美化や環
境浄化の取り組みが増
えます

事業費(単位：千円)対象事業

74

75

応急救護普及事
業

高度救急関係事
業

18年度に31％で
あったバイスタン
ダーによる心肺蘇
生法実施率を
34％まで増やしま
す

平均現場到着時
間（5分）を維持し
ます

№

救急車到着前の救命
処置を的確に実施する
ため、バイスタンダーの
育成及び民間事業所
へのＡＥＤ設置促進を
図ります
【消防救急課】

安全・快適まちづく
り推進事業

18年度に7,201件
であった「メールの
登録数」を10,000
件まで増やします

防犯活動に自主的に取
り組む地域が増え、犯罪
が起こりにくい環境が整
備されます

76



◇放置自転車をなくします

20 106,919

21 106,919

22 106,919

計 320,757

79

放置自転車対策
事業

鉄道事業者などに対し
駐輪場の設置を促しま
す
【生活安全課】

18年度に2,179台
であった放置自転
車台数を1,800台
程度まで減らしま
す

駅周辺の放置自転車が
減少し、安全な歩行空
間が確保されます

事業費(単位：千円)対象事業№ 取り組み課題 目指す成果 目標



80



81



　第２項　都市基盤の整備

◇人と車を分離します

20 5,134

21 20,134

22 20,534

計 45,802

◇高齢者・障害者等の移動機能を向上させます

20 212,109

21 180,500

22 168,432

計 561,041

◇幹線道路を連続させ、渋滞箇所をなくします

20 1,093,042

21 406,192

22 401,564

計 1,900,798

◇輸送力を増強させます

20 217,885

21 253,505

22 4,569

計 475,959

鉄道輸送力増強
要請事業
バス利用活性化
事業

※データベース・・・・コンピューターを用い特定のテーマに関するデータを集めて管理し、その検索・抽出など再利用
を容易にできるようにしたもの。

都市計画道路新
設整備事業
都市計画道路交
差点改良事業

事業費(単位：千円)目指す成果

83

84

市道の路面状態を測定
し維持管理データベー
スを構築することによっ
て、効率的な道路整備
計画を策定します
【道路維持課】

道路機能管理事
業

バリアフリー推進事
業
道路改良事業（交
通バリアフリー整備
業務）
市内公園緑地管
理事業（公園バリ
アフリー業務）

駅や歩道のバリアフリー
の推進と、意識の高揚
を図り、移動機能を向上
させます
【都市計画課・交通計
画担当室　建設総務課
道路維持課　公園緑地
課】

対象事業№ 取り組み課題

82

道路整備計画策
定の進捗率を
70％とします

目標

効率的な道路整備を実
施するための道路整備
計画ができています

18年度に29％で
あった「主要な施
設のバリアフリー整
備率」を71％まで
向上させます

事業箇所を限定して幹
線道路の効果的な整備
をします
【道づくり課】

バリアフリー基本構想に
基づく、重点整備地区及
び整備推進地区におい
て、駅舎や特定施設へ
の移動が円滑に行えるよ
うになります

85

常磐線の東京駅乗り入
れ及び成田新高速鉄道
一般特急の東松戸駅停
車実現について要請し
ます
【政策調整課　都市計
画課・交通計画担当
室】

3・3・7号横須賀紙敷線
の、二ツ木・幸谷区間が
供用に向けて整備中で
す。また、三矢小台地先
交差点が、外環道路の
一部供用開始に伴い、
改良されています

三矢小台地先交
差点の改良整備
率を100％としま
す

鉄道による移動の利便
性がより向上します

要請事項の早期
実現を目指します

　



89

86

87

88



　第３項　活力ある産業の振興

◇商店街の活性化を支援します

20 1,553

21 1,553

22 1,553

計 4,659

20 9,700

21 9,700

22 9,700

計 29,100

◇中小企業の経営を支援します
20 122,595

21 100,095

22 79,095

計 301,785

◇工業等を活性化します

20 200

21 200

22 200

計 600

付加価値の高い製品の
生産を促進し、操業しや
すい環境が作られるよう
に支援します
【商工観光課】

商店だけでなく、コミュニ
ティビジネスやSOHOな
どの新サービス分野の
創業支援など経営相談
を充実します
【商工観光課】

93

※コミュニティビジネス・・・・地域住民が主体となって地域の資源を活用し、地域の抱える課題をビジネス的手法で解
決してその利益を地域に還元する事業。
※SOHO（Small Office/Home Office）・・・・情報通信機器を利用し、小さなオフィスや自宅等でビジネスを行う事業者。
※グローバル化・・・・経済などの諸活動が国境を越えて世界的規模で行われるようになること。

税収の増加や雇用が促
進されます

目標

16年度に約785
億円であった「松
戸、本町根本の商
店会年間商品販
売額」を800億円
程度に増やします

周辺地域からの来街者
を誘引し、商店街への波
及効果が高まります

92

91

90

事業費(単位：千円)

商店街活性化指
導事業

商店街共同事業
支援事業

工業活性化事業

経営支援事業

対象事業

新産業を1件創出
します

№ 取り組み課題

中心市街地活性化を進
めるため、商店会、大型
店等が連携し、松戸駅
周辺地域商業の魅力を
高める活動に支援等を
行います
【商工観光課】

空き店舗を活用した事
業など、商店会が自ら
進んで取り組む商店会
の活性化活動を支援し
ます
【商工観光課】

地域主体の活性化策の
取り組みが高まります

18年度に49件で
あった活性化事業
数を55件に増やし
ます

18年度に43件で
あった「創業相談
件数」を50件程度
に増やします

起業や創業の相談が増
え、市内で開業が増えま
す

目指す成果

　



◇市場を活性化します

20 21,143

21 21,143

22 21,143

計 63,429

◇農業の生産性を向上させます

20 9,988

21 9,988

22 9,988

計 29,964

◇農地を保全します

観光農業普及奨
励事業

20

21

22

計

550

550

550

1,650

地場野菜などの産地直
売所を支援します
【農政課】

97

96

農業に対する理解を育
むため、体験型の農業
への参加を促進します
【農政課】

目標

18年度に61ケ所
であった「農園販
売区画数」を100
ケ所程度にに増や
します

地産地消が促進されま
す

遊休農地の活用が促進
されます

18年度に903ケ所
であった「農園区
画数」を1000ケ所
程度にに増やしま
す

取り組み課題 事業費(単位：千円)対象事業

95

産地育成強化支
援事業

地場産業を活性化する
ため、農産物のブランド
化を推進します
【農政課】

№

市内農家の生産性が高
まります

18年度に3団体で
あった「ブランド化
農産物出荷団体」
を4団体に増やし
ます

目指す成果

空き小間の増加、後継
者不足などの現状と流
通をめぐる規制緩和な
ど市場を取り巻く環境の
厳しい状況を打開する
ため、民営化を含めた
施策を検討します
【消費生活課　市民環
境本部企画管理室】

94

市場施設管理事
業
【松戸市公設地方
卸売市場特別会
計】

市場関係者との協
議による合意形成
と具体的な施策を
整理します

自立した活力ある市場に
なります



100

98

99



101



106

102

104

105

103



109

107

108



112

114

113

117

116

115

110

111



119

118



121

120



122



123









<< >>



行
政

①市民と行政の協働推進の取組み

②地域活動に利用できる多数の公共施
設
（支所8、市民センター17） 行

政

①市民センターのエレベーターの整備
率が低い

②老朽化した公共施設が多く、耐震改
修の必要な公共施設もある

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

③NPO団体の人材が不足

行
政

No6　協働事業提案制度などのルー
ルを確立し、協働を推進します（O①
×S①）

行
政

No5　市民センター等の施設は多角
的に検討を行い、整備の優先順位を
決め、「安全で安心なまちづくり基
金」を活用してバリアフリー化を促
進します（O②×W①②）

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

No7　ＮＰＯ団体の活動に団塊の世
代等の参加を促し、市民活動を活性
化させます。（O①×W③）

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

①窓口業務など行政が関与す
る事務の縮小

行
政

No103　窓口サービスの民間委託に
より、現行のサービス水準を維持し
人件費等の行政コストの縮減を検討
します（T①×S②）

行
政

【政策1】市民と行政の協働を推進する
【ビジョン】市民と行政の協働のルールが確立されている

強み　S 弱み　W

改善戦略成長戦略

回避戦略 撤退戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①NPO、ボランティア団体等
の活動拡大の期待

②市民センター等身近な公共
施設のバリアフリー化への期
待

内部要因分析

外部環境分析



行
政

①女性の就労相談機能(女性センター)

行
政

①より相談しやすい相談機能の整備

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

②人権問題に関する講習会等への参加
率が低い

③男女共同参画推進団体の固定化

行
政

No3　女性の再チャレンジを支援
し、就労環境の整備を推進します（O
①×S①）

行
政

No1　様々な人権相談の問題解決の
ため関係機関との連携を図るなど、
人権相談機能を充実します（O②×W
①）

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

No2　市民、企業の積極的な人権問
題に関する講演会への参加を促進し
ます（O③×W②）

No4　男女共同参画を推進する市民
活動への参加を促進します（O④×W
③）

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

行
政

行
政

回避戦略 撤退戦略

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①女性の就労支援への期待
（内閣府　女性の再チャレン
ジ支援プラン）

②人権に関する相談体制の充
実への期待

③差別や偏見といった意識を
なくすことへの期待

④各分野で指導的地位に女性
の占める割合を少なくとも
30％程度にすることへの期待

【政策2】一人ひとりの人権が尊重され、参画しやすい地域社会をつくる
【ビジョン】一人ひとりの人権が尊重され、参画しやすい地域社会になっている

強み　S 弱み　W
内部要因分析

外部環境分析



行
政

①小児科医が常時待機する夜間小児急
病センター（市立病院併設）

②地域医療を担う市立病院

③高齢者が生きがいをもって暮らすこ
とを支援するシニア交流センター

④市民の健康づくりを積極的に応援す
る3箇所の保健福祉センター

⑤多くの元気な高齢者

行
政

①成人の健康診査の受診率が低い

②国民健康保険料の収納率の伸び悩み

市
民
･
事
業
者
等

⑥多くの健康づくりの市民団体活動

⑦障害者の就労に結びつく事業を行う
障害者団体やNPO、社会福祉法人

市
民
･
事
業
者
等

行
政

No21　市立病院に併設された「夜間
小児急病センター」を充実させます
（O①×S①）

No2 9　高度で専門的な小児医療を提
供するため、市立病院に｢地域周産期
母子医療センター」及び「出産セン
ター｣を開設します（O②×S②）

No1 2　高齢者の就労機会の拡大を目
指し、シニア交流センターの利用
（団塊の世代への対応）の促進と、
独自事業の展開や関係団体事業の推
進を図ります（O③×S③）

行
政

No2 3　国民健康保険の医療費適正化
を目指し、生活習慣病対策に有効な
特定健康診査を実施します（O④×W
①）

市
民
･
事
業
者
等

No1 8　「健康松戸２１」計画の推進
を図るために、市民の自主的健康づ
くりを積極的に支援します（O④×S
⑥）

No1 3　社会福祉法人やNPO、障害
者団体などが、就労を希望する障害
者の職業能力の向上になる環境を整
備します（O⑤×S⑦）

市
民
･
事
業
者
等

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

①民間企業の健康維持サービ
スの成長に伴う公共部門の役
割低下

②高齢者の定義が社会的に多
様化

③ライフスタイルの多様化に
よる臨戸接触機会の減少

行
政

No1 9　支所等に設置された市民健康
相談室の健康相談業務の業務委託化
を進めます（T①×S④）

No1 1 3　一律給付の敬老祝い金の対
象者や贈呈の方法について見直しま
す（T②×S⑤）

No2 0　がん検診等の自己負担額を見
直します（T①×S④）

行
政

No2 2　国民健康保険事業の円滑な運
営と経理の適正化を図るため、収納
員による臨戸集金制度を見直します
（T③×W②）

回避戦略 撤退戦略

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①育児不安や小児科医減少に
伴う公立病院への期待

②産科利用従事者の減少に伴
う公立病院産科への期待

③退職後の社会活動の場の充
実

④生活習慣病の予防徹底の期
待

⑤障害者の社会参加と地域で
の自立のための就労環境の整
備

【政策3】健康に暮らすことができるようにする

【ビジョン】自らの健康に関心を持ちながら行動できる市民が多数いる

強み　S 弱み　W
内部要因分析

外部環境分析



行
政

①知的障害者授産施設である市立のぞ
み学園

②障害者施策の抜本的な制度改正

行
政

①障害者雇用率の伸び悩み

②バリアフリー工事の進捗率の低さ

③高齢者の地域での孤立

④公共施設の老朽化

⑤ケースワーカーによる就労指導の限
界

市
民
･
事
業
者
等

③介護予防サービスのできる多種多様
な事業者

市
民
･
事
業
者
等

行
政

行
政

No17　身近な地域でサービスが利用
でき、在宅で自立した生活を送れる
よう支援を強化します　　（O②×W
①②）

No26　ひとり暮らしの高齢者に対
し、急病や災害等の緊急事態に適切
な対応を図り、日常生活の安心と安
全を確保します（O③×W③）

No28　北山会館施設（斎場）の整備
に努めます（O④×W④）

No25　就労可能な生活保護受給者の
就職支援に向けて、民間のノウハウ
を活用しながらさまざまな指導、援
助を行います（O⑤×W⑤）

市
民
･
事
業
者
等

No24　生活機能を維持、改善し、要
支援・要介護状態になることを防ぐ
ために、介護予防事業を行政、民間
で連携して実施します（O①×S③）

市
民
･
事
業
者
等

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

①民間施設の整備に伴う公立
施設のシェア低下

②一律にサービス提供する事
業の必要性低下

行
政

No34　のぞみ学園の運営方法を見直
します（T①×S①）

No114　障害者移動支援事業の福祉
タクシー事業費、自動車燃料助成事
業費の対象者（精神含む）への支給
要件等の適正化を図ります（T②×S
②）

行
政

No119　養護老人ホームの廃止を検
討します（T①×W④）

【政策4】病気や障害、高齢などを理由に生活に支障があっても、自立した生活が送れるようになる
【ビジョン】高齢者や障害を持つ人など生活支援が必要な市民が、地域の支え合いの中で自立した生活を送
　　　　　　れるようになっている

強み　S 弱み　W

回避戦略 撤退戦略

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①疾病の早期発見、早期治療
にとどまらない個々人の健康
づくりへの主体的な関わりへ
の期待

②障害者の社会参加と自立の
ための環境整備への期待

③高齢者世帯、高齢者の単身
世帯の増加

④年間死亡数の増加

⑤経済不況等を反映した、稼
動年齢の人が生活保護を受給
する世帯の増加

内部要因分析

外部環境分析



行
政

①地域で見守る安心安全な子育て推進
の実績

②家庭福祉推進員による当事者(自助)
グループの育成指導及びひとり親家庭
への相談・就業支援

行
政

①要保護児童に関する総合的な相談支
援体制が未整備

②「仕事と子育ての両立」以外の子ど
もと家庭を支援するサービス提供量の
少なさ

市
民
･
事
業
者
等

③保育所や学童保育など運営する民間
法人が多い

市
民
･
事
業
者
等

行
政

No14　地域の場所を活用した子ども
と親の居場所（おやこDE広場）の増
設や子育て自助グループの育成に
よって、子育ての支援体制を強化し
ます（O①×S①）

No16　余裕教室や小学校敷地内に放
課後児童クラブを整備し、子どもの
健全な居場所づくりを進めます（O①
×S①）

No15　ひとり親家庭への相談、就業
支援等を強化します。また、地域の
母子福祉団体への支援のあり方を検
討します（O②×S②）

行
政

No27　ドメスティックバイオレンス
対策を含めた要保護児童の支援を図
るため、「要保護児童対策地域協議
会」を核とした地域のネットワーク
と相談支援体制の充実を図ります（O
④×W①）

No36　公立幼稚園や認定こども園の
あり方について検討します（O⑤×W
②）

市
民
･
事
業
者
等

No118　「仕事と子育ての両立」支
援に民間保育所の実績を活用し、推
進します（O③×S③）

No35　新たな保育ニーズに対応する
ため、民間保育所を2ヶ所、開設しま
す（O③×S③）

市
民
･
事
業
者
等

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

行
政

行
政

【政策5】安心して子どもを生み、健やかに育てることができるようにする
【ビジョン】次の世代を担う子どもたちが、地域の支え合いの中で健やかに生まれ育っている

強み　S 弱み　W

回避戦略 撤退戦略

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①子どもが一人でも安心でき
る居場所、幼児と親が一緒に
居られる子育ての場の充実

②ひとり親家庭の自立促進の
支援充実

③就業環境の多様化に併せた
保育所サービスの一層の充実

④子育て不安や児童虐待など
の解消

⑤幼稚園と保育園の違いを乗
り越えたサービスの出現

内部要因分析

外部環境分析



行
政

①比較的人材の確保しやすい病院機能
と地域性

②医療安全への積極的な取組み実績

行
政

①紹介・逆紹介機能のシステム化が不
十分

②経営分析の精度が不十分

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

行
政

No32　病院事業において、優秀な医
師、看護師等を確保し、人材の育成
を図ります（O①×S①）

No31　病院事業において医療安全体
制を確立するため、職員の安全に対
する意識の醸成を図ります（O②×S
②） 行

政

No30　地域完結型の医療提供体制を
構築するため、地域の医療機関との
役割分担を推進するとともに、地域
がん診療連携拠点病院の指定を受け
るなど地域医療連携を強化します
（O③×W①）

No33　病院事業において、経営の自
立化、安定化を図り、経営基盤を強
化するためDPC等を導入し、原価管
理の徹底を行い経営の効率化を図り
ます（O④×W②）

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

行
政

行
政

【政策6】市立病院として高度で良質な医療を提供する
【ビジョン】地域の医療機関と役割分担し、市立病院が救急救命医療や小児医療などの充実を図っている

強み　S 弱み　W

回避戦略 撤退戦略

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①質の高い、高度で専門的な
医療提供

②安全で信頼できる医療提供

③市内の病院、診療所におけ
る病病・病診連携に対する
ニーズ

④市立病院としての更なる経
営努力

内部要因分析

外部環境分析



行
政

①学力向上のための人材派遣のノウハ
ウ蓄積

②適正規模適正配置の基本的な方針に
基づき推進してきたノウハウの蓄積

行
政

①不登校児童生徒などの全国的課題が
未解決

②学校施設の耐震化率が低い

③教育用コンピュータの設置状況が低
い

④市立高校への志願者数が低い

市
民
･
事
業
者
等

③有識者のノウハウを活用できる大学
が多い

④社会サービスを担うNPOや団体が多
い

市
民
･
事
業
者
等

行
政

No40　児童生徒が基礎基本を身に付
け、３Ｒ（読み･書き･計算)とＲｓ
（社会的責任)の確実な定着をはたす
ための指導を充実させていきます（O
①×S①）

No45　教育効果及び教育財政の維
持・改善のため、小中学校の適正規
模適正配置を見直します（O②×S
②）

行
政

No42　不登校の解消に向けた早期発
見・早期対応の体制と相談支援体制
を充実します（O③×W①）

No44　公立小・中学校の耐震化を推
進します（O④×W②）

No46　ICT時代に対応した環境を整
備します（O⑤×W③）

No43　市立高等学校のあり方につい
て検討します（O⑥×W④）

市
民
･
事
業
者
等

No41　スタッフ派遣システムの充実
を図り、特色ある学校づくりを推進
します（O①×S③）

市
民
･
事
業
者
等

行
政

行
政

市
民
･
事
業
者
等

No38　（財）松戸市おはなしキャラ
バンのあり方について検討します（T
①×S④）

市
民
･
事
業
者
等

【政策7】子どもたちが自ら将来の目標を持ち、その実現に必要な知識や経験を得られるようにする
【ビジョン】家庭、地域、学校の連携により、子どもたちが将来の目標を持てるようになり、一人ひとり
　　　　　　にあった学習環境が用意されている

強み　S 弱み　W

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①子どもたちが基礎基本を始
めとした確かな学力を身につ
けること

②地域的な宅地開発に伴う児
童数増加への対応

③不登校児童・生徒への対応

④学校施設への耐震ニーズ

⑤子どもたちの情報社会に対
応する力の育成

⑥県立高校の再編における個
性を伸ばす高校教育

回避戦略 撤退戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

①公益法人制度改革による外
郭団体の役割が縮小

内部要因分析

外部環境分析



行
政

行
政

①生涯学習活動の中核となる施設の少
なさ

②社会教育施設やスポーツ施設の老朽
化

市
民
･
事
業
者
等

①学習意欲が高く活力ある市民が多い

②社会教育団体やスポーツ団体の増加

市
民
･
事
業
者
等

行
政

行
政

No39　市民会館や図書館等の社会教
育施設の充実を図るため見直しを行
います（O①×W①）

No48　松戸運動公園体育館施設を計
画的に改修するとともに、公共ス
ポーツ施設の運営方法やあり方につ
いて検討します（O①②×W②）

市
民
･
事
業
者
等

No37　公民館は、市民グループや団
体の学習活動を支援します（O①×S
①）

No47　地域スポーツ活動の活性化を
図るため、総合型地域スポーツクラ
ブの創設を支援します（O②×S②）

市
民
･
事
業
者
等

行
政

行
政

市
民
･
事
業
者
等

No49　スポーツ団体への減免も含
め、受益者負担の考え方に基づいた
使用料金の徴収を検討します（T①×
S②）

市
民
･
事
業
者
等

【政策8】生涯学習やスポーツを楽しむことができるようにする
【ビジョン】生涯学習やスポーツが手軽に始められるようになっている

強み　S 弱み　W

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①団塊世代を中心にした生涯
学習の場の充実

②生涯を通じて継続的にス
ポーツを楽しむ機会や場所の
充実

回避戦略 撤退戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

①社会教育団体及びスポーツ
団体についての活動の安定化

内部要因分析

外部環境分析



行
政

①市立博物館

②松戸にゆかりの深い作家の作品を中
心とした多くの美術収蔵品

行
政

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

行
政

行
政

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

①美術館を市内に建設する必
要性

行
政

No53　博物館機能の充実を図るとと
もに、市の保有する郷土の歴史や美
術品をデジタル画像で配信します（T
①×S①②）

行
政

【政策9】松戸の歴史や文化・伝統が保持され、後世に伝えられるようにする
【ビジョン】市内の身近なところで、松戸の歴史や文化が感じられるようになっている

強み　S 弱み　W

回避戦略 撤退戦略

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

内部要因分析

外部環境分析



行
政

①目標量を確保している災害用食糧等
の備蓄

②災害時応援･協力に関する協定の整
備 行

政

①ベテラン職員の退職による災害対応
経験の低下

②無線通信施設が老朽化している。

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

行
政

行
政

No69　災害発生時の市の対応体制を
継続的に強化するため、前回の見直
しから10年が経過した地域防災計画
を見直します（O①②×W①）

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

①家庭や地域での災害物資備
蓄の進展に伴う市の備蓄必要
性の低下

②情報伝達手段の多様化によ
る無線の役割の相対的低下 行

政

No71　市民が自分の身を守るための
３日間の水・食料等の備蓄を促し、
さらに、民間企業等との災害協定を
進めることによって、市の災害物資
の備蓄のあり方を見直します（T①×
S①②） 行

政

No70　平成23年5月末までしか使
用できない地域防災無線を見直し、
費用対効果の高い移動系通信システ
ムを構築します（T②×W②）

回避戦略 撤退戦略

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①首都直下地震の切迫性によ
る家庭、地域、企業、行政に
おける災害対応

②異常気象による自然災害増
加に起因する市の防災対応強
化

【政策10】災害に対する不安を減らすようにする
【ビジョン】市民一人ひとりが、災害発生時における自らの役割を自覚し、被害の軽減や普及に向けて
　　　　　　の行動がとれるようになっている

強み　S 弱み　W
内部要因分析

外部環境分析



行
政

①東葛北部のリーダー的存在としての
消防力

行
政

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

行
政

No73　市内北部地区の災害対応力を
強化するため、小金消防署を建替え
ます（O①②×S①）

行
政

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

①消防施設の共同化に伴う単
独設備の縮小

行
政

No72　消防救急無線のデジタル化を
県内共同で整備するとともに、指令
業務の共同運用を促進します（T①×
S①）

行
政

回避戦略 撤退戦略

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①市町村消防の広域再編に伴
う指令管制業務の共同運用

②消防活動の広域化（緊急消
防援助隊、千葉県広域応援計
画）

【政策11】火災等の災害から市民生活を守る
【ビジョン】地域社会の連携と協働により、火災等の災害による被害が軽減されている

強み　S 弱み　W
内部要因分析

外部環境分析



行
政

行
政

①救急需要の増加に伴う全隊同時出動
ケース

市
民
･
事
業
者
等

①ＡＥＤ設置事業所等の増加 市
民
･
事
業
者
等

行
政

行
政

市
民
･
事
業
者
等

No74　救急車到着前の救命処置を的
確に実施するため、バイスタンダー
の育成及び民間事業所へのＡＥＤ設
置促進を図ります（O①×S①）

市
民
･
事
業
者
等

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

①救急出動の適正なあり方

行
政

行
政

No75　救急車の適正利用を推進する
とともに、民間救急搬送事業を促進
します（T①×W①）

【政策12】救急救命が必要になった市民の生命をつなぐ
【ビジョン】より適切な救急救命処置ができるようになっている

強み　S 弱み　W

回避戦略 撤退戦略

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①救急車到着前の救命処置の
必要性

内部要因分析

外部環境分析



行
政

①小学校にある風力発電の啓発施設

②「ごうや」や「へちま」を使った緑
のカーテン事業や屋上緑化の啓発の実
績

③粗大ごみの木製品再利用展示場

④ごみ処理施設が市内に２箇所ある

⑤廃棄物の適正処理の実績

行
政

①集団回収制度の利用促進の停滞

②ごみの８分別は進んでいるが、ごみ
の減量は進んでいない

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

行
政

No61　環境負荷を軽減する取り組み
を推進するため、新規の住宅建設に
当たり太陽光発電などの設置を促進
します（O①×S①）

No62　｢家庭でできる省エネルギー
の取組み｣や｢緑のカーテン｣など、家
庭や企業でできる地球環境にやさし
い省エネルギー対策の普及促進を図
ります（O②×S②）

行
政

No63　廃棄物の再資源化を図るた
め、市内全域での集団回収の利用を
拡大します（O③×W①）

No65　資源循環型社会を構築するた
め、ごみの減量・リサイクルを促進
します（O③×W②）

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

①資源ごみの民間でのリサイ
クルの進展

②ごみ処理施設の新たな建設
予定地がない

③最終処分場の市内候補地が
ない

行
政

No64　リユース（再利用）に関する
意識を向上させるため、木製粗大ご
み再生事業を促進します（T①×S
③）

No67　安全で安定したごみ処理機能
を維持するため、クリーンセンター
の機器の更新等を行います（T②×S
④）

No68　安全で安定したごみ処理機能
を維持するため、和名ヶ谷クリーン
センターの機器の更新等を行います
（T②×S④）

No66　最終処分量の削減を図りなが
ら最終処分場を確保します（T③×S
⑤）

行
政

回避戦略 撤退戦略

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①風力や太陽光などの自然の
力を生かしたエネルギーによ
る環境負荷の軽減

②低公害車や省エネルギー家
電などによる環境負荷の低減

③消費を抑制し、ごみを減ら
す循環型社会についての意識
の高まり

【政策13】環境にやさしい地域社会をつくる
【ビジョン】もったいない精神が浸透し、自分のできる範囲で、環境にやさしい取り組みをしている

強み　S 弱み　W
内部要因分析

外部環境分析



行
政

①市民の自主的な防犯活動支援のため
の「安全で安心なまちづくり基金」

②経験豊かな市民相談員や消費生活相
談員

③不審者メール等の犯罪情報提供の実
績

④低い掛け金で見舞金を支給する市民
交通障害保険制度

行
政

①駅周辺の一定量の放置自転車

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

②自転車の放置、吸殻の投げ捨てなど
暮らしのマナーの低い一部の市民

行
政

No77　安全で安心なまちづくり基金
を活用して、地縁団体やボランティ
ア団体との連携を強化し、子どもた
ちを犯罪被害から守る活動を促進し
ます（O①×S①）

No80　振り込め詐欺や悪質商法など
の被害の未然防止のため、消費者の
自立支援を促進します（O②×S②）

No78　市のホームページやメールを
活用した犯罪情報提供を充実します
（O③×S③）

行
政

No79　鉄道事業者などに対し駐輪場
の設置を促します（O④×W①）

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

No76　吸殻の投げ捨てなど暮らしの
マナーを守らない人を減らし、地域
主体の安全で快適なまちづくりを推
進します（O⑤×W②）

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

①民間の保険機能の充実に伴
う行政による保険の役割

行
政

No112　市民交通傷害保険制度のあ
り方を検討します（T①×S④）

行
政

【政策14】犯罪や事故のない安全で快適な地域社会をつくる
【ビジョン】「自分のまちは自分で守る」という意識のもと、安全で快適なまちにするための助け合い
　　　　　　をしている

強み　S 弱み　W

回避戦略

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①子どもの犯罪被害に対する
不安の高まり

②高齢者を狙った振り込め詐
欺などの増加への対策

③防犯や防災などの迅速な情
報提供

④駅の近くの自転車駐車場の
設置

⑤歩行喫煙の防止

内部要因分析

外部環境分析



行
政

行
政

市
民
･
事
業
者
等

①まちづくりに係る河川・緑・街等の
環境に関心のある市民団体等が活動し
ている

②山林所有者に森を保全する意識があ
る

③緑の関連の事業の担い手となる団体
がある

市
民
･
事
業
者
等

行
政

行
政

市
民
･
事
業
者
等

No56　身近な緑の保全と花に親しむ
活動を市民団体等と連携して推進し
ます（O①②③×S①②）

市
民
･
事
業
者
等

行
政

行
政

市
民
･
事
業
者
等

No57　社会情勢の変化に応じた組織
経営の効率化・活性化を図るため、
松戸みどりと花の基金の今後のあり
方を検討します（T②×S③）

No58　公園や緑地で緑や花とふれあ
える地域活動ができるように、市民
団体等と連携して管理運営を行いま
す（T①×S①）

市
民
･
事
業
者
等

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

①市民団体等による緑の担い
手が増えてきているため、行
政の役割が変化している

②外郭団体の基本財産が低金
利の影響により活用されない
ため、活動が制限されている

回避戦略 撤退戦略

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①緑地や河川などの自然環境
への意識が高まっている

②身近に緑や花があることが
望まれている

③ボランティア活動の参加者
が増え、都会の緑を保全する
意識が高まっている

【政策15】緑と花に親しむことができるようにする
【ビジョン】緑が保全され、身近な緑と花が増えている

強み　S 弱み　W
内部要因分析

外部環境分析



行
政

①松戸駅を基点とした公共施設の集中

②市財政に寄与できる競輪場

③税収や雇用に寄与する3つの工業団
地

行
政

①商店会活性化策の利用が低い

②コミュニティビジネスやSOHOなどの
相談機能

③公設市場の空き小間の増加

市
民
･
事
業
者
等

④伝統工芸品作者、ブランド化した農
産物などの注目企業

⑤大消費地に直結した農地

⑥農業体験を希望する退職者の増

市
民
･
事
業
者
等

行
政

No90　中心市街地活性化を進めるた
め、商店会、大型店等が連携し、松
戸駅周辺地域商業の魅力を高める活
動に支援等を行います（O①×S①）

行
政

No91　空き店舗を活用した事業な
ど、商店会が自ら進んで取り組む商
店会の活性化活動を支援します（O⑤
×W①）

No92　商店だけでなく、コミュニ
ティビジネスやSOHOなどの新サー
ビス分野の創業支援など経営相談を
充実します（O⑥×W②）

市
民
･
事
業
者
等

No95　地場産業を活性化するため、
農産物のブランド化を推進します（O
②×S④）

No96　地場野菜などの産地直売所を
支援します（O③×S⑤）

No97　農業に対する理解を育むた
め、体験型の農業への参加を促進し
ます（O④×S⑥）

市
民
･
事
業
者
等

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

①競輪事業の入場者数の減少

②製造業として操業しづらく
なってきている

③生鮮食品流通に占める市場
の役割

行
政

No109　競輪事業は、法改正の働き
かけ、包括委託の内容充実、ファン
獲得に努め、収益の確保を図ります
（T①×S②）

No93　付加価値の高い製品の生産を
促進し、操業しやすい環境が作られ
るように支援します（T②×S③）

行
政

No94　空き小間の増加、後継者不足
などの現状と流通をめぐる規制緩和
など市場を取り巻く環境の厳しい状
況を打開するため、民営化を含めた
施策を検討します（T③×W③）

【政策16】地域産業を振興し、豊かな経済活動ができるようにする
【ビジョン】地域産業が活性化し、市内で働く人が増えている

強み　S 弱み　W

回避戦略 撤退戦略

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①松戸駅周辺の賑わい

②松戸特産物のブランド化

③新鮮な農産物の地産地消の
促進

④身近なところで費用をかけ
ない余暇の過ごし方

⑤市内各所で、日常生活に必
要なサービスが得られること

⑥起業のための資金や事業資
金の調達方法の充実

内部要因分析

外部環境分析



行
政

①勤労者の福利厚生施設としての勤労
会館

②若者就労支援講座の実績 行
政

①障害者の法定雇用率を達成した企業
が少ない

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

行
政

No98　就労希望者の求職活動を支援
するため、インターネットを活用し
た就職に関する情報提供を充実しま
す（O①×S①）

No99　若者の就労を支援するため、
国、県と連携して就労支援講座、企
業の就職情報の提供を充実します（O
②×S②）

行
政

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

No100　障害者雇用の法定雇用率達
成に向け、国・県と連携して情報提
供などを進めます（O③×W①）

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

行
政

行
政

回避戦略 撤退戦略

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①女性や高齢者が働きやすい
環境

②フリーターやニートへの対
策の充実

③障害者雇用の推進

【政策17】個性を活かし、能力を発揮して働くことができるようにする
【ビジョン】多様な職場が用意され、働きたい人が働けるようになっている

強み　S 弱み　W
内部要因分析

外部環境分析



行
政

行
政

①建物の形や色など、統一感のない街
並みが印象を悪くしている

②市営住宅の老朽化及び住宅入居者の
高齢化等に対応するための改修費が多
額となっている

市
民
･
事
業
者
等

①民間企業の住宅供給能力が高まり、
活発に事業に取り組んでいる

市
民
･
事
業
者
等

行
政

行
政

No55　次代の子どもたちに残せる、
良好なまちの景観を形成するため、
景観計画を策定します（O①×W①）

No54　福祉施策の一環として、市営
住宅を供給します（O②×W②）

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

行
政

行
政

市
民
･
事
業
者
等

No81　現在施行中の紙敷、秋山、二
ツ木・幸谷、関台地区の長期化する
各土地区画整理事業を早期に完了さ
せます（T①×S①）

市
民
･
事
業
者
等

【政策18】安全でゆとりを感じるまちに住むことができるようにする
【ビジョン】安全でゆとりのあるまちに住んでいる人が多数いる

強み　S 弱み　W

撤退戦略

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①良好な街並み形成への意識
が高まっている

②低額所得者の住宅需要への
対応が求められている

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

①宅地は、量的な需要が満た
されてきたため、直接的な供
給は民間に委ねていく

回避戦略

内部要因分析

外部環境分析



行
政

①「交通バリアフリー基本構想」や
「人にやさしい公共施設設計指針」を
策定し、公共空間を誰もが円滑に移動
できるように取り組んでいる

②鉄道網の充実により利便性が高く、
鉄道駅を中心とした移動がしやすく
なっている

行
政

①市道の路面状態等の科学的なデータ
（機械測定による客観性で定量化され
たもの)が不足しているため、効率的･
効果的な維持管理計画策定が困難と
なっている

②幹線道路の交通渋滞が恒常化し、ス
ムーズな移動の妨げとなっている

③公共事業の必要性に関し、地権者の
理解を得るのが困難をきたしているこ
と、また用地買収価格が地権者の取得
時の価格などと乖離していることか
ら、用地交渉が難航している

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

行
政

No83　駅や歩道のバリアフリーの推
進と、意識の高揚を図り、移動機能
を向上させます（O①×S①②）

No85　常磐線の東京駅乗り入れ及び
成田新高速鉄道一般特急の東松戸駅
停車実現について要請します（O①×
S②）

行
政

No82　市道の路面状態を測定し維持
管理データベースを構築することに
よって、効率的な道路整備計画を策
定します（O②×W①）

No84　事業箇所を限定して幹線道路
の効果的な整備をします（O①×W②
③）

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

行
政

行
政

【政策19】誰もが安心してスムーズに移動できるようにする
【ビジョン】公共交通機関と道路のバリアフリー化が進み、誰もが気軽に外出できる街並みが増えている

強み　S 弱み　W

回避戦略 撤退戦略

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①ユニバーサルデザインやバ
リアフリーなど、少子高齢化
にも対応した人にやさしい快
適でスムーズな移動が求めら
れている

②日常、通勤・通学で利用す
る生活道路の整備が求められ
ている

内部要因分析

外部環境分析



行
政

行
政

①未利用地財産の有効活用ができてい
ない

②異常な集中豪雨により都市型水害が
発生することがある

③雨水施設の耐用年数がきており、改
修費が多額となっている

④下水道施設の経年劣化が進んでいる

市
民
･
事
業
者
等

①まちづくりに係る河川・緑・街等の
環境に関心のある市民団体等が活動し
ている

市
民
･
事
業
者
等

行
政

行
政

No59　水辺に対する多様な市民の要
求や活動に応えられるように、河川
の環境を活かした水辺空間を整備し
ます（O①×W①）

No87　水害から市民を守るため、神
明堀、春木川、長津川、紙敷川等の
改修・整備を行います（O②×W②）

No88　地域排水ポンプの定期的な保
守点検を実施し、雨水施設の機能維
持に有効な措置を行います（O②×W
③）

No86　下水道施設の計画的な調査を
実施し、適切な改修を行うととも
に、災害時における液状化が想定さ
れている緊急輸送路等に埋設されて
いる管渠の耐震化及び主要な避難所
におけるマンホールトイレの整備を
行います（O②×W④）

市
民
･
事
業
者
等

No60　国・県などの河川管理者や市
民団体などと連携して、環境学習や
自然体験活動などを支援します（O①
×S①）

市
民
･
事
業
者
等

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

行
政

行
政

回避戦略 撤退戦略

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①身近に緑や花があることが
望まれている

②良好な生活空間への意識が
高まっている

【政策20】安全な河川に整備し、きれいな水とふれあえるようにする
【ビジョン】身近に水とふれあえるきれいな河川が増えている

強み　S 弱み　W
内部要因分析

外部環境分析



行
政

行
政

①浄水場等の施設が老朽化している

②災害時の被害により供給が困難にな
ることが予想される

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

行
政

行
政

No89　強度が劣る石綿セメント管の
取替えを計画的に推進するととも
に、浄水場整備を完了させます（O①
×W①②）

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

行
政

行
政

【政策21】いつでも安心して水道水が使えるようにする
【ビジョン】市営水道地域で、これからも、いつでも安心して水道水が使えるようにする

強み　S 弱み　W

回避戦略 撤退戦略

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①地震等の災害対応が求めら
れている

内部要因分析

外部環境分析



行
政

①行政システム改革の実績

②大量の情報システム資産

③自立した組織運営のできる本部制

行
政

①脆弱な財政基盤

②改善余地のあるホームページ

③職員のIT活用

④近隣市と差のついた電子自治体ラン
キング

⑤職員の大量退職に伴うノウハウの継
承

⑥職員の高齢化

市
民
･
事
業
者
等

④4つの大学

⑤外郭団体による柔軟性のある公共
サービス

市
民
･
事
業
者
等

行
政

No122　市民や企業の参加を得なが
ら、選択と集中を明確にした戦略的
な総合計画後期基本計画を策定しま
す（O①×S①）

No104　本部制の特性を生かしなが
ら、窓口の総合化を図ります（O⑧×
S③）

行
政

No121　広域連携による合併政令指
定都市の研究を実施します（O③×W
①）

No8　ホームページやマスコミを活
用した積極的な市政情報の発信を行
います（O④×W②）

No10　時代のニーズに適合した情報
セキュリティを推進します（O⑤×W
③）

No9　ホームページや携帯電話を活
用した電子申請や申請書ダウンロー
ドを含めた行政サービスの受付シス
テムを拡充します（O⑥×W④）

No102　勤務評定など人事評価の見
直しや、女性職員の参加率を高める
など、職員研修の充実を図ります（O
⑦×W⑤）

市
民
･
事
業
者
等

No120　市内の大学と連携し、学識
経験者、事業者、市民を交えた政策
研究に取り組みます（O②×S④）

市
民
･
事
業
者
等

行
政

No11　汎用コンピュータを利用した
情報システムを再構築し、オープン
システム化（最適化）を推進します
（T①×S②） 行

政

No105　各種民営化手法を活用し、
アウトソーシングを推進することに
よって、職員の退職補充を抑制しま
す（T③×W⑥）

市
民
･
事
業
者
等

No106　公益法人制度改革等の動向
に併せて外郭団体の見直しを図りま
す（T②×S⑤）

市
民
･
事
業
者
等

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

①汎用コンピュータの役割の
低下

②外郭団体が行うべき公共の
仕事の減

③指定管理者制度や公共サー
ビス改革法などによる公務員
でなければできない仕事の範
囲

回避戦略 撤退戦略

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①市民と政策目標を共有する
こと

②多様な政策研究のあり方

③近隣市との合併による政令
指定都市に関する問題研究

④市政に関する情報提供

⑤個人情報保護と情報セキュ
リティの強化

⑥ITネットワークを活用した
自宅などからの行政サービス
へのアクセス

⑦職員の生産性向上

⑧利用しやすく、わかりやす
い行政サービス窓口

【政策22】市民ニーズに基づく行政経営を行う
【ビジョン】行政は市民ニーズを把握し、わかりやすい目標を立て、効率的でより良いサービスを提供
　　　　　　している
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行
政

①松戸方式でのバランスシートの実績

②情報量最適化計画によるシステム再
編

③換価のための組織設置

行
政

①老朽化した公共施設

②増加する義務的経費

③老朽化した公用車

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

行
政

No111　資産・債務の管理に必要な
公会計制度を更に検討し、新たな公
会計に基づく財務諸表を作成し、公
表します（O①×S①）

No107　納税（入）者の利便性を向
上させるため、コンビニ収納、マル
チペイメントを実施します（O②×S
②）

No108　現年度徴収体制をより強化
し、新たな滞納者数の増加を抑え、
差押、公売･換価等の滞納処分に至る
前に市税徴収に努めます（O③×S
③）

行
政

No116　行政目的が達成された未利
用財産については、積極的に処分し
ます（O③×W①）

No110　団体運営費など、補助金の
あり方を明確にします（O④×W②）

市
民
･
事
業
者
等

市
民
･
事
業
者
等

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

①公共施設の管理業務の市場
開放

②行政が資産を保有すること
の必要性

行
政

行
政

No115　公の施設管理を民間事業者
に委ねることによって、（財）松戸
市施設管理公社のあり方を検討しま
す（T①×W①）

No117　公用車の稼働率を上げるた
め、リース制度も含めた公用車両の
適正な利用を検討します（T②×W
③）

回避戦略 撤退戦略

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①公会計制度改革への取組み

②新たな収納方策への取組み

③自主財源の確保

④税金の使途への高い関心

【政策23】財源、財産を適正に管理し、配分する
【ビジョン】中・長期的な展望にたった健全財政が維持されている
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行
政

①松戸駅を基点とした公共施設の集中

②行政経営システム改革の実績

③自立した組織運営のできる本部制

④高齢者が生きがいをもって暮らすこ
とを支援するシニア交流センター

行
政

①生涯学習活動の中核となる施設の少
なさ

②「仕事と子育ての両立」以外の子ど
もと家庭を支援するサービス提供量の
少なさ

③学校施設の耐震化率が低い

④市民センターのエレベーターの整備
率が低い

市
民
･
事
業
者
等

⑥市民の自主的な防犯活動支援のため
の「安全で安心なまちづくり基金」

⑦河川・緑・街等の環境に関心のある
市民団体等

⑧「ごうや」や「へちま」を使った緑
のカーテン事業や屋上緑化の啓発の実
績

⑨「交通バリアフリー基本構想」や
「人にやさしい公共施設設計指針」策
定の実績

市
民
･
事
業
者
等

⑥ＮＰＯ運営の自立性

⑦公共サービスを行う民間市場が未成
熟

行
政

No90　中心市街地活性化を進めるた
め、商店会、大型店等が連携し、松戸
駅周辺地域商業の魅力を高めるための
支援等を行います（O①×S①）

No122　市民や企業の参加を得なが
ら、選択と集中を明確にした戦略的な
総合計画後期基本計画を策定します
（O②×S②）

No104　本部制の特性を生かしなが
ら、窓口の総合化を図ります（O③×
S③）

No12　高齢者の就労機会の拡大を目
指し、活発なシニア交流センターの利
用（団塊の世代への対応）の促進と、
独自事業の展開や関係団体事業の推進
を図ります（O④×S④）

行
政

No39　市民会館や図書館等の社会教
育施設の充実を図るため見直しを行い
ます（O④×W①）

No36　公立幼稚園や認定こども園の
あり方について検討します（O⑨×W
②）

No44　公立小・中学校の耐震化を推
進します（O⑩×W③）

No5　市民センター等の施設は多角
的に検討を行い、整備の優先順位を決
め、「安全で安心なまちづくり基金」
を活用してバリアフリー化を促進しま
す（O⑪×W④）

市
民
･
事
業
者
等

No77　安全で安心なまちづくり基金
を活用して、地縁団体やボランティア
団体との連携を強化し、子どもたちを
犯罪被害から守る活動を促進します
（O⑤×S⑥）

No56　身近な緑の保全と花に親しむ
活動を市民団体等と連携して推進しま
す（O⑥×S⑦）

No62　「家庭でできる省エネルギー
の取組み」や「緑のカーテン」など、
家庭や企業でできる地球環境にやさし
い省エネルギー対策の普及促進を図り
ます（O⑦×S⑧）

No83　駅や歩道のバリアフリーの推
進と、意識の高揚を図り、移動機能を
向上させます（O⑧×S⑨）

市
民
･
事
業
者
等

No6　協働事業提案制度など協働の
ルールを確立し、協働を推進します
（O⑫×W⑥）

No105　各種民営化手法を活用し、
アウトソーシングを推進することに
よって、職員の退職補充を抑制します
（O⑬×W⑦）

成長戦略 改善戦略

事
業
機
会
や
役
割
の
拡
大
　
Ｏ

①松戸駅前の賑わい

②市民と政策目標を共有する
こと

③利用しやすく、わかりやす
い行政サービス窓口

④退職後の社会活動や生涯学
習活動の場の充実

⑤子どもの犯罪被害に対する
不安の高まり

⑥緑地や河川などの自然環境
への意識の高まり

⑦低公害車や省エネルギー家
電などによる環境負荷の低減

⑧少子高齢化にも対応した人
にやさしい快適でスムーズな
移動の確保

⑨幼稚園と保育園の違いを乗
り越えたサービスの出現

⑩学校施設への耐震ニーズ

⑪市民センター等身近な公共
施設のバリアフリー化への期
待

⑫NPO,ボランティア団体等の
活動拡大の期待

⑬指定管理者制度や公共サー
ビス改革法など

【包括戦略】東京に隣接した生活都市として、住んでよいまち、訪ねてよいまちをめざす

【ビジョン】将来の合併・政令指定都市を見据え、財政基盤の安定した自立した都市経営を確立する
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行
政

⑤市立の松戸高等学校
行
政

⑤老朽化した公共施設

市
民
･
事
業
者
等

⑩外郭団体が実施してきた柔軟性のあ
る公共サービスの実績

⑪活発な団体活動

市
民
･
事
業
者
等

行
政

No43　市立高等学校のあり方につい
て検討します（T①×S⑤）

行
政

No116　行政目的が達成された未利
用財産については、積極的に処分しま
す（T④×W⑤）

市
民
･
事
業
者
等

No106　公益法人制度改革等の動向
に併せて外郭団体の見直しを図ります
（T②×S⑩）

No110　団体運営費など、補助金の
あり方を明確にします（T③×S⑪）

市
民
･
事
業
者
等

事
業
機
会
や
役
割
の
縮
小
　
Ｔ

①公立高校離れ

②外郭団体が行うべき公共の
仕事の減

③税金の使途への高い関心

④一部の公共施設の役割の低
下

回避戦略 撤退戦略
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